○滝川地区広域消防事務組合補助金等交付規則

                              　　　　　　　　　　　        制　定　昭和56年４月16日規則第６号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成10年３月27日規則第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日規則第２号
　（目的）

第１条　この規則は、滝川地区広域消防事務組合（以下「組合」という。）が組合以外のものに対する補助金等の交付に関し、交付手続きについて別に定めるものを除くほか、必要な事項を定めることを目的とする。

　（用語を意義）

第２条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　補助金等とは、組合が組合以外の者に対して交付する次のものをいう。

　　ア　補助金　特定の事業又は研究を行う者に対して育成、助長するために交付するもの、あるいは一定の事業、行為等の保護、奨励のため交付する経費をいう。

　　イ　交付金　組合が必要とする事務又は事業を団体等が行う場合に交付する経費をいう。

　　ウ　負担金　法令等に基づいて国又は他の地方公共団体及び公共的団体等に対して負担するもの及び組合が構成員となり又は加盟している団体に対する会費等の経費をいう。

　　エ　利子補給金　資金の融通を受けて行う事務又は事業の助成、若しくは育成のために資金の融通を行う者に対し当該融通資金に係る利息等の全部、又は一部に相当する額を組合が相当の反対給付を受けないで補給する経費をいう。

　　オ　給付金　個人（個人に相当する者を含む）に対し法令等の規定に基づいて給付するもので、一身専属的な性格を有する経費をいう。

　⑵　補助事業等とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。

　⑶　補助事業者等とは、補助事業等を行うものをいう。

　（補助金等の交付の対象）

第３条　補助金等は、公益のため事務又は事業を行い、又は事業の振興を図る者に対し、その事務又は事業を育成、助長する必要があると認められる場合、組合長は、予算の範囲内において、当該必要な経費の全部又は一部を交付することができる。

　（補助事業者等の責務）

第４条　補助金等の交付を受けた者は、補助金等の交付決定の内容及びこれに交付された条件に従い、効
　果的にこれを使用し、事業計画書等に記載した以外の用途に使用してはならない。

　（補助金等の交付の申請）

第５条　補助金等の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて組合長に提出しなければならない。ただし交付金、負担金、利子補給金及び給付金については、その一部又は全部を省略することができる。

　⑴　事業計画書

　⑵　収支予算書

　⑶　前年度決算書

　⑷　その他組合長が必要と認める書類

　（補助金等の交付の決定）

第６条　組合長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、補助金等を交付すべきものと認めたときは、補助金等の額を決定し、補助金等交付決定通知書（別記第２号様式）により補助事業者等に通知するものとする。ただし、負担金については、通知を省略することができる。

２　前項の補助金等決定通知は、滝川地区広域消防事務組合文書事務取扱規程（平成10年消防本部訓令第１号）第19条の定めるところにより行わなければならない。ただし、交付金、利子補給金及び給付金については省略することができる。

　（補助金等の交付の請求）

第７条　補助事業者等は、補助金等の交付を受けようとするときは、補助金等交付請求書（別記第３号様式）を組合長に提出しなければならない。ただし、支出命令票にその請求内訳を記載して行うことができる。

　（状況報告及び中間調査）

第８条　組合長は、必要と認める場合においては、補助事業者に対し補助事業等の遂行状況に関し関係書類等の提出を求め、又は現場調査を行い、必要な措置を命ずることができる。

　（実績報告）

第９条　補助金等の交付を受けた者は、補助事業が完了した日又は事業年度終了の日から30日以内のいずれか早い日までに補助事業等実績報告書（別記第４号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて組合長に提出しなければならない。ただし、交付金、負担金、利子補給金及び納付金については、その一部又は全部を省略することができる。

　⑴　補助事業等の成果報告書

　⑵　収支決算書

　⑶　その他組合長が必要と認める書類

（補助金等の決定の取消及び返還）

第10条　補助金の交付決定を受けた者が、次の各号の一に該当するときは、組合長は補助金等の交付の決定を取消し、又は既に補助金等が交付されているときは、その一部又は全部の返還を命ずることができる。

　⑴　偽り、その他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。

　⑵　補助金等を目的外に使用したとき。

　⑶　この規則及び補助金等の交付の条件に違反したとき。

　（関係書類の整理）

第11条　補助事業者等は、補助事業等の施行に関する証拠書類、帳簿等を整備しておかなければならない。

　（その他の事項）

第12条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、組合長が別に定める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行し、昭和56年度分の補助金等から適用する。

　　　附　則（平成10年３月27日規則第１号）

　この規則は、平成10年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成21年３月31日規則第２号）
　この規則は、平成21年４月１日から施行する。
